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原油・原材料価格高騰及び円安の影響に関する緊急要望 

 

新型コロナウイルス感染症は長期化し未だ収束に至らず、加えて、ウクライナ情勢や円

安などに起因した原油・原材料価格の高騰は、我が国の経済社会に大きな影響を及ぼし、

多くの事業者にコスト負担の増大をもたらし、さらに厳しい経営環境を強いています。 

つきましては、県内事業者が事業活動の建て直しを進められるよう、下記の対策を緊急

に講じていただくよう強く要望するものです。 

 

記 

 

１．サプライチェーンの維持・確保及び価格転嫁への支援 

新型コロナウイルス感染症やウクライナ問題の影響により、原油や原材料の供給に

大きな支障が生じており部品納入の中断・遅延が発生し、また、物流コストの上昇な

ども現出した。 

こうした状況を踏まえ、県におかれては、経済安全保障の観点から非常時における

サプライチェーンの維持確保が図られるよう、国に対し強く働きかけていただきたい。 

また、「パートナーシップ構築宣言」の趣旨に沿って取引の適正化が進むよう、県か

ら強力なメッセージを発出していただくとともに、登録企業に県独自のインセンティ

ブを付するなど登録推進を強化していただきたい。 

併せて、中小企業は大企業との価格交渉が十分に行えず原材料費高騰分に加えて、

運送費、労務費、エネルギーコストなどを転嫁できない場合が多いことから、大企業

と中小企業間における適正な価格転嫁交渉の実現に向けた支援を願いたい。 

特に、県内に本社を置く上場企業等へは、営業・調達部門等中小企業の窓口となる

部署にパートナーシップ構築宣言の趣旨の一層の浸透を図っていただくよう強く働

きかけをお願いしたい。 

また、納期の設定については、無理のない柔軟な期間設定になるよう、川上企業に

対し県より働きかけをお願いしたい。 

 

２．原油・原材料価格高騰の影響が大きい事業者への対応 

原油・原材料価格高騰や円安により、特に、車両燃料費や原材料費、資材が高騰し、

コスト増による負担が大きい。県では地域交通事業者等への緊急支援を６月県議会に

おいて予算化していただいたところであるが、影響を大きく受けている幅広い業種の

事業者に支援が行き届くよう、県独自の助成制度の拡充などの対応策を講じていただ



きたい。 

また、国に対してエネルギーの安定供給が確保されるよう、強く働きかけをお願い

したい。 

さらに、県発注工事について、原価上昇分等を加味した価格設定に配慮いただくと

ともに、スライド条項の適用について、受注者から請求があった際は速やかに対応い

ただきたい。 

 

３．資金繰りに対する支援の継続実施 

県におかれては、経営安定資金の緊急融資枠を拡大していただくなどの対応策を講

じられているが、今後、実質無利子・無担保融資の返済が予定されているなどで厳し

い経営環境が続く企業への資金繰り支援について、今後とも継続して実施されたい。 

   また、事業者の資金需要に迅速に対応するため、事業者から融資申し込みを受けた

金融機関が県や市、商工会議所などに認定申請する際、申込書や必要書類の送付をオ

ンライン化する等、緊急対応時における融資あっせん手続きを改善していただきたい。 

 

４．県内企業のための景気刺激事業の拡充 

   コロナ禍で苦慮する観光関連事業者を支援するため、観光需要を喚起する観光応援

キャンペーン「旅して！埼玉割」が実施されているが、県内外からの観光需要を取り

込むため、今後の感染状況を見据えつつ実施期間を延長されたい。また、原油・原材

料価格の高騰や円安により様々な価格が高騰し、個人消費の低迷が懸念されるため、

景気刺激策として「とくとく埼玉！観光クーポン」を増額により復活していただき、

また、飲食店プラス認証店を対象とした県内横断的なスタンプラリーを実施するなど、

宿泊を伴わない多様な業種に対する支援策を拡充していただきたい。 

 

５．県補助制度の柔軟な運用 

県では、ウィズコロナ・ポストコロナに向けた経済社会の変化に対応するため、国

の事業再構築補助金の規模に満たない事業再構築の支援策として、「経営革新デジタ

ル活用支援事業補助金」を創設していただいたが、さらなる利用促進を図るため、売

上減少要件の緩和及び補助対象経費の下限額の引き下げをお願いしたい。 

また、原油・原材料価格の高騰は長期化の様相を呈しており、カーボンニュートラ

ルの実現も踏まえた新たな設備投資による事業者の省エネ等の取組を加速させる適

時でもあるため、「埼玉県民間事業者ＣＯ２排出削減設備導入補助金」の緊急対策枠に

ついて、現在の補助制度の対象外である照明設備の更新を含め、中小・小規模事業者

の少額な投資についても対象としていただきたい。 

 




